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介護予防サービスの社会福祉法人定款記載について（全２枚）

新設となる地域包括支援センターや介護予防給付についての法人定款記載方法に関連するご相談をいただいております。東京都に照会したところ、下記のとおりとなりますので、参考にしてください。なお、定款変更申請にあたっては、所管の社会福祉法人係と事前の個別協議を行ってください。
　定款に公益事業として記載しなくても差し支えない場合は、「特養に付随して行う居宅介護支援事業等規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業」と例示されていますが、地域包括支援センターは原則定款に記載することで良いと思われます。居宅介護支援事業の場合も同様に、法人からの問い合わせに対しては、都としては、「法人事業の実態を明らかにするためにも記載した方が良いのではないか。」というスタンスで助言しています。ただ、通知の内容上強制はできないので、法人が定款記載しないことを選ぶこともできます。また、介護予防サービス事業については、社会福祉事業と一体的に行う場合は定款記載は不要と考えられます。単独での介護予防サービス事業については、定款記載が必要となります。

具体的には、特養、デイ、訪問介護、養護老人ホームを実施している場合における下表の介護給付サービス事業と介護予防給付サービス事業、地域包括支援センターを行う場合の定款記載例は下記のとおりとなります。斜体見え消しは当該事業を実施している場合であっても定款記載は不要であることを示しています。

	介護給付サービス（東京都指定）
	介護予防給付サービス（東京都指定）

	①居宅介護支援②訪問介護③訪問入浴介護④訪問看護⑤訪問リハビリテーション⑥居宅療養管理指導⑦通所介護⑧通所リハビリテーション⑨短期入所生活介護⑩短期入所療養介護⑪特定施設入居者生活介護⑫福祉用具貸与⑬特定福祉用具販売
	①介護予防通所介護②介護予防通所リハビリテーション③介護予防訪問介護④介護予防福祉用具貸与⑤介護予防福祉用具販売⑥介護予防訪問入浴介護⑦介護予防訪問看護⑧介護予防訪問リハビリテーション⑨介護予防居宅療養管理指導⑩介護予防短期入所生活介護⑪介護予防短期入所療養介護⑫介護予防特定施設入居者生活介護

	介護給付サービス（区市町村指定）
	介護予防給付サービス（区市町村指定）

	①夜間対応型訪問介護②認知症対応型通所介護③小規模多機能型居宅介護④認知症対応型共同生活介護⑤地域密着型特定施設入居者生活介護⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	①介護予防支援②介護予防認知症対応型通所介護③介護予防小規模多機能型居宅介護④介護予防認知症対応型共同生活介護


社会福祉法人〇〇福祉会定款（例示）

第一章　総則

(目的)

第一条　この社会福祉法人(以下「法人」という。)は、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活
を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。

(１)　第一種社会福祉事業

(イ)　特別養護老人ホーム○○園及び短期入所施設並びに地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護○○苑の設置経営

(ロ)　養護老人ホーム○○苑の設置経営

(２)　第二種社会福祉事業

(イ)　老人居宅介護等事業（含む夜間対応型、介護予防訪問介護、介護予防小規模多機能型居宅介護）（○○センター）

(ロ)　老人デイサービス事業（含む認知症対応型、介護予防通所介護、介護予防認知症対応型通所介護）(○○園)

(ハ)　認知症対応型老人共同生活援助事業（含む介護予防認知症対応型共同生活介護）（○○ホーム）

(ニ)　小規模多機能型居宅介護事業（○○ホーム）

（中略）

第四章　公益を目的とする事業
(種別)

第〇条　この法人は、社会福祉法第二六条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目的として、次の事業を行う。

(1)居宅介護支援（含む介護予防支援）の設置経営事業（○○）

(2)訪問入浴介護（含む介護予防訪問入浴介護）の設置経営事業（○○）
(3)訪問看護（介護予防訪問看護）の設置経営事業（○○）

(4)訪問リハビリテーション（含む介護予防訪問リハビリテーション）の設置経営事業（○○

(5)居宅療養管理指導（含む介護予防居宅療養管理指導）の設置経営事業（○○）

(6)通所リハビリテーション（含む介護予防通所リハビリテーション）の設置経営事業（○○）

(7)短期入所療養介護（含む介護予防短期入所療養介護）の設置経営事業（○○）

(8)特定施設入居者生活介護（含む地域密着型特定入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護）の設置経営事業（○○）

(9)福祉用具貸与（含む介護予防福祉用具貸与）の設置経営事業（○○）

(10)特定福祉用具販売（介護予防福祉用具販売）の設置経営事業（○○）

特定福祉用具販売の設置経営
(11)介護予防短期入所生活介護の設置経営事業（○○）

(12)○○地域包括支援センターの受託経営

２　前項の事業の運営に関する事項については、理事総数の三分の二以上の同意を得なければならない。

------------------------------------------------------------------------------------

＜定款表記の考え方＞

1 厚生労働省の定款準則等の改正がない現時点での東京都の考え方の整理。「社会福祉法人の認可について」（平成12年12月1日付）等の改正があればそちらに準じた形に変更される。

2 法人が経営する社会福祉事業については、社会福祉法上の名称を記載することを原則とする。個別のサービス種別を記載する予定はない。本体事業と一体ではなく、規模の大きい介護保険事業は公益事業への整理。

3 公益事業に記載する介護保険サービスは、事業相当とみなして記載する。
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